










Wind Energy
風力発電

洋上風力発電の概要

日本の洋上風力発電を取り巻く環境

NEDOの取り組み
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　風力発電市場は世界的に急速な拡大が続いており、特に海に囲まれた日本では、今後洋上風力発電の導入促
進が期待されています。2019 年の「海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関す
る法律（再エネ海域利用法）」の施行や、2020 年に国から示された「2050 年カーボンニュートラル宣言」、「洋
上風力の産業競争力強化に向けた官民協議会」で示された「洋上風力産業ビジョン ( 第 1 次 )」によって官民
の具体的な目標が示されたことが後押しとなり、今後ますます洋上風力発電、とりわけ浮体式洋上風力発電の
導入拡大が見込まれています。

　NEDO は、洋上風力発電のさらなる導入拡大のために、日本の厳しい気象条件に適応した洋上風力発電技

術の研究開発や洋上風力の導入をサポートする事業を実施しています。今後、さらに洋上風力発電の低コスト

化技術開発を推進し、発電コストの低減及び産業競争力の強化を目指していきます。

　2021 年度からは、グリーンイノベーション基金事業の中で「洋上風力発電の低コスト化」プロジェクトを

開始し、まずは「風車」「浮体式基礎製造・設置」「電気システム」「運転保守」の分野の要素技術開発に取り

組んでいます。

◀1980年台はじめに
　 三宅島に設置した
　 100kW風車

着床式洋上風力発
  電設備（銚子沖）▶



Wind Energy
風力発電

主なNEDO事業①
～次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究（バージ型）～
低コスト化を目指した浮体式洋上風力発電を北九州市沖で実証
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　浮体式にとって比較的浅い水深 50m程度から設置可能な、
バージ型鋼製浮体式洋上風力発電システムの技術の確立を
目指した実証事業を実施しています。

　2016 年度から実証機の設計・製作等を開始、2019 年
5 月から実証運転を開始しました。実証運転中は、実証機
オンサイトでの性能検証や効率的な保守管理方法の開発等
を行い、低コストかつコンパクトな浮体式洋上風力発電
システムの技術を確立します。

主なNEDO事業②　
～サクションバケット基礎施工技術実証～
実海域においてサクションバケット基礎の施工技術実証試験を実施
　日立造船株式会社および東洋建設株式会社は 15MW 以上の着床式
洋上風力発電設備への適用が可能なマルチバケット基礎を用いた
サクションバケット基礎の施工技術実証試験を 2022 年度に実施
しました。
　
　実海域試験では、施工にあたって、確実な撤去性や、振動・騒音・
汚濁といった環境影響が少ないこと、また鉛直精度を容易に確保
できることを確認しました。

主なNEDO事業③
～洋上ウィンドファーム開発支援事業～
国内一例目となる風況観測機器の試験サイトを整備
　風力発電の事業性を評価するための風況データ取得にあたって活用される
リモートセンシングの精度を担保するためには、観測機器の校正試験が必須
ですが、国内試験サイトの不足が課題とされています。

　本事業では、業界のニーズを反映した
国内で一例目となる観測機器の試験サイト
をむつ小川原港近辺に整備するとともに、
試験サイトに求められる基本的な仕様を
検討・提示します。

▲バージ型浮体の全形

▲実海域に設置された実証機

▲ドップラーライダー
設置用架台

▲むつ小川原港の防波堤上に
設置された気象観測マスト

▲2022年度実海域試験の様子



Wind Energy
風力発電

グリーンイノベーション基金事業／洋上風力発電の低コスト化
プロジェクト概要
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　NEDO は、グリーンイノベーション基金事業の一環として、浮体式を中心とした洋上風力発電のコスト低減に
よって導入拡大を目指すプロジェクト「洋上風力発電の低コスト化」に着手しました。2021 年度からフェーズ 1
として 4 分野を対象とした要素技術研究開発を進めており、　　
　今後実施する実証研究（フェーズ 2）と合わせて、浮体式を中心とした洋上風力発電の早期の低コスト化を
通じた導入拡大を目指します。

　陸上風力で培った技術力や国内ものづくり基盤の他、日本の強みである生産技術・品質管理、工場の自動化等
のロボティクスを活かし、風車全体のバリューチェーンを効率化・最適化するため、グローバルメーカーとの
協働を視野に入れつつ、風車仕様の最適化、風車の高品質大量生産技術等に関する技術開発を推進します。

軸受化開発

▲滑り軸受化開発 ▲超大型主軸受の低コスト化開発
▲タワーの高効率生産技術

開発・実証

研究開発項目フェーズ１-①　次世代風車の技術開発事業





Solar Power
太陽光発電

我が国の太陽光発電の現状について

「太陽光発電開発戦略（2020年）」の改訂とNEDOの取り組み
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　FIT 制度が開始された２０１２年から導入量は急増しており、国内累積導入量は６０GW 以上となって

います。日本は既に国土面積あたりの導入量は主要国で 1 位であり、太陽光発電は急速に拡大していますが、

適地の不足や、発電施設の設置・運営の不備による安全面での不安、将来予想される太陽電池モジュールの

大量廃棄による産業廃棄物の懸念、出力不安定性などの安定供給上の問題など、さらなる導入量の拡大に

向けて顕在化しつつある課題の解決が必要となっています。

　NEDO では２０２０年に太陽光発電開発戦略を改定し、顕在化しつつある課題の解消へ向けて太陽光発電

主力電源化推進技術開発事業を２０２０年から開始しております。

　また、 ２０５０年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする「２０５０年カーボンニュートラル」

の実現に向けて、２０２１年からはグリーンイノベーション基金事業を開始しており、更なる太陽光発電の

導入拡大へ向けて取り組みを行っております。

■日本における太陽光発電の導入量

■太陽光発電開発戦略（2020年）
　における課題整理
   出典：NEDO　

■NEDOの歩みと太陽光発電開発戦略
出典：NEDO　

★技術戦略の本文はこちら★　

■国土面積あたりの太陽光設備容量

出典：経済産業省データからNEDO作成

出典：経済産業省、産業構造審議会グリーンイノベーション
プロジェクト部会グリーン電力の普及促進分野ＷＧ（令和5年 8月）
資料から抜粋



Solar Power
太陽光発電

太陽光発電主力電源化推進技術開発

　太陽光発電の更なる導入拡大へ向けてモジュール・システム技術の開発、
安全性・信頼性を確保する技術やモジュールのリサイクル技術、共通基盤技術の開発を実施

新市場向け次世代型太陽電池の開発
太陽光発電主力電源化推進技術開発　研究開発項目①
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　 我が国では、2012 年から開始されたＦＩＴ制度の下で太陽光発電が急速に拡大して
いますが、大量導入社会を実現するためには様々な課題が顕在化しています。
　本事業では、そうした課題を解消し太陽光発電のさらなる導入量の拡大へ向けて研究
開発を実施しております。
　例えば、従来の技術では太陽光発電が導入されていなかった新市場に導入可能とする
モジュール・システム技術の開発、太陽光発電の長期安定電源化の課題解決に向けた
ガイドライン策定、信頼性評価・回復に係る技術開発、太陽光発電モジュールの廃棄に
対するリサイクル技術開発や系統制約の克服の検討等を実施しています。

従来の技術では太陽光発電の導入が難しかった設置場所に向け、発電効率の向上、軽量化、曲面追従、低コスト化
等の技術開発を行い導入量の拡大を図ります。
　例えば、移動体向けのように軽量フレキシブルかつ限られた設置面積で最大の発電量を得るため、多接合型太陽
電池の開発により単層太陽電池では達成出来ない超高効率を実現します。
　また、高効率化のほかに低コストに向けた技術開発や、様々な市場の要求を見据えたモジュール技術開発を進め
ています。

移動体屋根 窓・壁面

広がる太陽光発電の市場

新市場創造を見据えたモジュールの研究開発

★本事業のHPはこちら★

■建材一体型太陽電池
   出典：（株)カネカ

出典：（株)カネカ 出典：大成建設（株) 出典：トヨタ自動車(株) プリウスPHV

■Cu2Oを用いた多接合型太陽電池
   出典：（株)東芝

■化合物・Si積層型太陽電池
    出典：シャープ(株)　





Solar Power
太陽光発電

発電量の短期予測に向けた日射量予測技術の開発
太陽光発電主力電源化推進技術開発　研究開発項目④

13

　太陽光発電を取り巻く市場環境変化に伴い、需給運用の複雑化や電力の安定供給等の観点から発電量予測技術の
高度化が求められています。太陽光発電は気象条件に左右される変動型電源であり、発電した電気を有効活用する
には、その発電量を正確に予測することが重要です。発電量を高精度に予測するには、日射量予測について空間軸的
および時間軸的に高精度化を行う必要があり、NEDO では数時間先から翌日および翌々日程度先における日射量
予測技術を高精度化する技術開発をおこなっています。

太陽光発電による調整力創出技術の実証研究
太陽光発電主力電源化推進技術開発　研究開発項目⑤

　電力系統の運用においては、電力の供給量と需要量を常に等しくさせる「同時同量の維持」が原則です。
天候により出力変動する太陽光発電が今後大幅に増え、電力系統に流入すると、同時同量のための需給調整が難しく
なり、安定した電力供給に支障をきたすことが懸念されています。
　そうした課題に対して、NEDO では太陽光発電側の出力制御に柔軟性をもたせて、系統への影響を緩和させる
技術開発をおこなっています。　

■ひまわり８号データによる雲分布画像を使った短時間先予測と、気象モデルによる物理学的予測を組合わせた手法（Data-driven Dynamics手法）を開発。
出典：NEDO　「太陽光発電主力電源化推進技術開発」基本計画および2020 年度中間年報「発電量の短期予測に向けた日射量予測技術の開発」をもとに改変

出典：NEDO　2020 年度成果報告書　「発電による調整力創出技術の実現可能性に関する研究」をもとに改変

物理法則

衛星画像データ

気象モデル（出力値）

AIと物理のハイブリッドモデル

Data-driven Cloud Dynamics（イメージ）

予測対象時刻
の日射量分布

入力データ（例） 出力データ



Solar Power
太陽光発電

グリーンイノベーション基金事業／次世代型太陽電池の開発

2050年カーボンニュートラルの実現に向けペロブスカイト太陽電池の早期実用化により
既存の技術では設置できなかった場所への太陽光発電の導入を目指す。
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　平地の少ない我が国において、太陽光発電の適地を確保する手段の一つとして、既存の
技術では設置できなかった場所（工場の屋根やビル壁面等）への導入が考えられます。
それには電池の軽量性や壁面等の曲面にも設置可能な柔軟性等を兼ね備え、性能面でも
従来のシリコン太陽電池に匹敵する次世代型太陽電池の開発が不可欠です。
　本事業では、次世代型太陽電池（ペロブスカイト）の基盤技術の開発や、製品レベルの
大型化を実現するための各製造プロセスの個別要素技術の確立に向け、以下の①～③の
研究開発を行い発電コスト14 円/kWh 以下の達成を 2030 年までに目指します。

★本事業のHPはこちら★

■次世代型太陽電池の開発の実施体制
   出典：NEDO

出典：（株）カネカ

研究開発項目①
次世代型太陽電池基盤技術開発

実施期間︓2021-2025年度

研究開発項目②
次世代型太陽電池実用化事業

実施期間︓2021-2025年度

■ペロブスカイト太陽電池の共通基盤技術開発と分析・評価。
■高耐久化、高効率化、低コスト化に資する技術開発。
■開発項目２の企業側と連携。

■ペロブスカイト太陽電池の実用サイズモジュール
（900c㎡以上）の作製技術を確立。
■一定条件下で発電コスト20円/kWh以下を実現する要素 
技術の開発。
■大型化を実現するための各製造プロセスの要素技術の確立。

研究開発項目③
次世代型太陽電池実証事業
※１，２の進捗状況を見ながら公募を実施予定。

■研究開発内容②で確立した製造プロセスについてフィールド
 実証により発電コスト14円/kWh以下の達成を目指す。
■高いスループットや高い歩留まりの実現する技術開発。
■軽量性・柔軟性を活かした設置・施工方法等を含めた性能
 検証を実施する。

■研究開発項目

■フィルム型

■ガラス型

■実施体制 ■開発しているモジュール例

出典：積水化学工業（株）



Biomass Energy
バイオマスエネルギー

バイオマス利用の概要

バイオマスエネルギーは、原料調達、燃料への変換を通して、電力・熱・輸送燃料として利用
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　　バイオマスの燃焼によって
発生するCO₂は、植物の成長過
程で大気中から吸収したCO₂で
あり、カーボンニュートラル性を
有する再生可能エネルギーの
一つとして位置づけられています。

NEDOの取り組み

輸送燃料ならびに発電用木質バイオマスの安定供給に向けた技術開発を実施

主な成果　～国内初、SAFの定期便給油～
国内で初めて、木質バイオマスや微細藻類から一貫製造したSAFを、定期便に給油　

  SAF（持続可能な航空燃料）の 2030 年頃までの実用化を目指したサプライ
チェーンモデルの構築に向けて取り組む。

  FIT 期間終了後の、国産木質バイオマス燃料の安定供給・利用に向けて新規燃料
ポテンシャルの開拓等に取り組む。

　固体の木質バイオマスをガス化した後に液体燃料を合成するガス化 FT合成技術と、
微細藻類由来の油を精製する水素化精製技術により製造したSAFを東京国際空港出発
の定期便に供給しました。

①バイオジェット燃料生産技術開発事業 (FY2017-2024)

②エネルギーの森実証事業 (FY2021-2028)

SAF給油の様子（東京国際空港 2021年 6月 17日 JAL515 & ANA031）



Biomass Energy
バイオマスエネルギー 16

実証を通じたサプライチェーンモデルの構築

2030年頃のSAF（持続可能な航空燃料）の実用化を目指します。

微細藻類基盤技術開発

　廃食油や植物油脂、バイオエタノールや木質バイオマス、微細藻類などの多様な原料の
調達から、ニートSAFへの各変換プロセスの実証、空港納入までの燃料品質確保、供給体制
の構築に至るまで、SAFの事業化に向けてサプライチェーンの構築に向けて取り組みます。

　微細藻類種の選定、育種や多様な培養
方法について大量培養実証を行います。
　また、藻類種や培養条件の実証データ
取得が可能な研究拠点を整備し、培養・
分析条件の標準化を行います。

微細藻類基盤技術研究所　提供：（一社）日本微細藻類技術協会 微細藻類カーボンリサイクル技術の流れ

SAFの原料でもあり、カーボンリサイクル技術の一つである微細藻類について、
培養・分析の標準条件整備や安定した大量培養技術の確立を目指します。

SAF製造および供給に至るまでのサプライチェーン構築に向けた技術開発を実施し、
2030年ごろの事業化実現を目指します。

バイオジェット燃料生産技術開発事業





Biomass Energy
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グリーンイノベーション基金事業／ＣＯ₂等を用いた燃料製造技術開発
　～持続可能な航空燃料　（ＳＡＦ）　製造に係る技術開発～

　 エタノール脱水によるエチレン生産と
エチレンの重合により SAF を製造する
ATJ(Alcohol to Jet) 技術の開発と大量
生産を可能とする製造プロセスを確立し、
エタノールからの 50％以上のニート SAF
収率の実現を目指す。

   最先端の ATJ 実証設備を安定稼働し、
2026 年頃を目標にサプライチェーンの
構築を行う。

エタノールからSAFを製造するATJ（Alcohol to Jet）技術を確立し、
年間10万kLのSAFを生産し、航空機への燃料搭載を目指します。

グリーンイノベーション基金事業／
廃棄物・資源循環分野におけるカーボンニュートラル実現
　 ～高効率バイオメタン等転換技術の開発～

生ごみ由来のメタン発酵ガスの直接メタネーションを通して、40～50%程度
含まれるCO₂を変換し、メタン濃度97%以上の達成を目指します。

提供：出光興産 (株 )



Geothermal Power
地熱発電

日本の地熱発電

地熱発電は再エネベースロード電源として再注目されています。

（１）超臨界地熱資源の概要

新たな資源を活用する次世代型地熱発電で2050年カーボンニュートラルへ。

地熱発電量増 早期実現に向けた取組み方針
下記３つの柱を重点項目とした技術開発に取組んでいます。
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超臨界地熱発電

　 地熱発電は、気候や天候に左右されない安定的な

発電であり、輸入に頼らないエネルギーです。 

　日本は、 世界第 3 位（2,000 万ｋＷ以上）の

地熱資源を有しており、利用拡大が期待されて

います。

　 最近では、大規模地熱発電所として 23 年ぶり

となる山葵沢地熱発電所が 2019 年に運転開始し

ました。

　 海洋プレートの移動に伴い地下に引き込まれた海水由来の水分が、マグマ溜まりの上部に超臨界地熱資源

として賦存していると考えられています。この新しいコンセプトの地熱資源を活用することで、地熱発電容量

の飛躍的な増大が期待されており、現在、４地域で資源量評価を実施しています。

（３）環境保全対策（１）超臨界地熱資源 （２）高度利用化

地域共生・環境保全

【地熱発電のしくみ】　　出典：JOGMEC HP

【超臨界地熱資源の概念および従来地熱資源との違い】

超臨界
地熱資源

地熱資源ポテンシャル拡大 発電原価の低減化







Renewable Heat Utilization
再生可能エネルギー熱利用

主な成果
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地中熱ヒートポンプシステムの
統合型設計ツールの開発

▲ 統合型設計ツールのイメージ

水平型

ヒート
ポンプ

基礎杭利用型
など エネルギーパイル

還元井

垂直型

地下水の流れ

クローズドループシステム

オープンループシステム

地下水面

揚水井

帯水層
砂 砂礫層など

難透水層
岩 粘土層など

不飽和層

地表面

【実施者：北海道大学、秋田大学、産業技術総合研究所】
　地中熱ヒートポンプのシステム設計に必要不可欠な
見かけ熱伝導率の推定手法や簡易熱応答試験法
(TRT)の開発・規格化、現在主流となっている
クローズドループシステムの設計ツールにオープン
ループシステムの設計機能を加えた統合型設計
ツールを開発しています。

帯水層蓄熱を利用したトータル熱供給システムの開発
【実施者：日本地下水開発(株) 、ゼネラルヒートポンプ工業(株) 】
　冷排熱及び温排熱を帯水層に蓄熱し、複数の熱源（地中熱、太陽熱）を統一化することで、
冷暖房、給湯、無散水融雪を行うトータル熱供給システムを開発しました。実建物に導入した
結果、ZEB化に極めて効果的であることが実証されました。

▲ 帯水層蓄熱システム

【実施者：鹿島建設(株)、ゼネラルヒートポンプ工業(株)】
　地中熱、太陽熱などを集放熱源とするヒート
ポンプを用いて、冷暖房や給湯などの多目的な
熱需要に対応する低コスト高効率ユニット型
天空熱源ヒートポンプ（SSHP®) システムを
開発し、実建物においてその導入効果を検討中です。

低コスト高効率ユニット型ヒート
ポンプシステムの開発

▲ ヒートポンプ実証機



Small Hydro Power Generation

小水力発電

小水力発電の概要

地域共生型のエネルギー源として期待

全国各地に広く存在するポテンシャルを「流れ込み式」により有効活用

～日本の小水力発電を取り巻く環境～

23

　2050 年までにカーボンニュートラルを実現するにあたって、水力発電の拡大は有効な手段と考えられてい
ます。資源エネルギー庁の第 6 次エネルギー基本計画においても、水力発電は「純国産で、渇水の問題を除き、
天候に左右されない優れた安定供給性を持ち、長期的に活用可能なエネルギー源である。また、地域共生型の
エネルギー源としての役割を拡大していくことが期待される。」とされています。

NEDOの取り組み

事業紹介

　再生可能エネルギー分野の横断的な支援を推進している「新エネルギー等のシーズ発掘・事業化に向けた
技術研究開発事業」のうち「未来型新エネ実証制度」により、小水力発電の新規開発・リプレース、および
既存設備において、低コスト化、高効率化に資する研究開発や技術実証などに取り組む企業などをサポート
する事業を実施しています。

２）高落差小流量地点での発電を実現する水中駆動衝動水車 
      の開発

　 本事業は適用上限落差の把握や発電性能の把握、耐久性評
価、水道事業運用面での利便性追求を行う事で、課題を抽出し、
早期の製品化を目指す。

　本事業は導水路の流水を利用した除塵機の無電源化を技術
実証し、中小事業者の競争力向上に資するサスティナブル、
かつ費用対効果の高い製品化を目指す。

１）小水力発電所に設置する除塵機の無電力化

流れ込み式小水力発電
出典：NEDO再生可能エネルギー技術白書 第2版

　水力発電の中で、小水力発電は、一般河川、農業用水、上下水道
などに流れる水をダムなどに貯めることなく直接取水し、その水の
エネルギーで水車を回す「流れ込み式」が主に採用されています。
厳密には定義されていませんが、出力 1,000kW 以下の小規模な
発電設備を総称して「小水力発電」と呼ぶことが多く、その導入
ポテンシャルは、全国各地に広く存在しており、それらのポテンシャ
ルを有効に活用していくことが期待されています。

水中駆動衝動水車の外観
出典：荏原商事(株)

無電力式除塵機
出典：(株)荒谷建設コンサルタント




